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コラム 2：研究用消耗品における物価高騰：貿易統計を用いた分析

日本の消費者物価指数は 2022 年以降、毎年 3

ポイントの上昇を見せ、ここ数年は物価高騰が続い

ている[1]。このような物価上昇は、研究開発活動に

も少なからぬ影響を及ぼしていると考えられる。 

科学技術研究調査では、研究開発費を費目別に

把握している。科学技術指標では、これらを人件費、

原材料費、有形固定資産購入費、リース料、その他

の経費に整理してデータを掲載している。このうち、

原材料費には研究に必要な試作品費、消耗器材

費など、その他の経費には研究のために要した図

書費、光熱水道費、消耗品費などを含む。 

こうした研究開発費の構造に関連して、科学技

術・学術政策研究所が実施している科学技術の状

況に係る総合的意識調査(NISTEP 定点調査)では、

第 6 期科学技術・イノベーション基本計画期間中に、

円安や人件費・光熱費・物価高騰が研究活動に与

える影響を指摘する記述が増加している[2]。 

本コラムでは、こうした背景を踏まえ、財務省の貿

易統計を用いて、研究活動に必要とされる消耗品

の輸入単価の動向を分析した結果を紹介する。 

(1) 分析対象

研究用消耗品には、多様な品物が含まれるが、

ここではコラム図表 2-1 に示す統計品目に注目した。

ヘリウムは、超伝導体の冷却や低温物理実験に不

可欠な希ガスであり、物理学に加えて、磁気共鳴画

像装置などでも用いられる。培養用培地や診断用・

研究用試薬品については主に生命科学、医学、化

学で用いられる研究用消耗品である。研究用ガラス

器具は、実験室で用いるビーカー、フラスコ、メスシ

リンダー等のガラス製器具である。

(2) 研究用消耗品の単価の時系列変化

コラム図表 2-2 は 2010 年を基準とした、研究用

消耗品の単価(1Kg あたりの価格)の変化である。最

も上昇率が高いのは、ヘリウムであり 2024 年の単価

は 2010 年の 7.2 倍である。なお、ヘリウムについて

は長期的に単価が上昇しており、2000 年と比べた

2024 年の単価は 12 倍である。これに続く単価の上

昇が見られるのは、診断用・研究用試薬類であり、

2024 年の単価は 2010 年の 4.6 倍となっている。研

究用ガラス器具、培養用培地については、2024 年

の単価は 2010 年と比べて、共に 2.7 倍となってい

る。4 つの研究用消耗品の中で、ヘリウムと診断用・

研究用試薬類については、2010 年代後半になって

からの単価の上昇が大きい。 

【コラム図表 2-1】 本コラムで対象とした研究用消耗品

とその統計番号 

資料： 
財務省「貿易統計」 
参照：コラム表 2-1 

(3) 研究用消耗品の輸入国・地域

コラム図表 2-3 には、4 つの研究消耗品のそれぞ

れについて、2024 年時点で上位 5 の輸入国・地域

別の輸入額・輸入量・単価を示した。ヘリウムについ

ては、米国とカタールの 2か国で輸入額のほぼ全て

を占めている。培養用培地については、輸入額の

約 5割を米国が占めており、これにポーランド、英国、

プエルトリコ(米)、フランスが続く。診断用・研究用試

薬類については、輸入額の約 4 割を米国が占めて

おり、これに中国、ドイツ、アイルランド、英国が続く。

中国について、単価が 8 千円/Kg と他国・地域と比

べて小さい。研究用ガラス器具については、他の研

究用消耗品と比べて、輸入国・地域が分散しており、

米国、中国、ドイツの輸入額が 10％を超えている。 

HS番号
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本ファイルの出典の記述方法
○本ファイルのデータをそのまま活用する場合は下記のように表示してください。
   (出典)文部科学省 科学技術・学術政策研究所、「科学技術指標2025」
○本ファイルに掲載しているデータを独自に加工し資料に用いる場合は、下記のように表示をしてください。
   (出典)文部科学省 科学技術・学術政策研究所、「科学技術指標2025」を基に、○○○が加工・作成。
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【コラム図表 2-2】 研究用消耗品の単価の時系列

変化(2010 年基準、1Kg 当たり) 

 
 

注： 
2010 年の価格を基準(100)とした変化。データは財務省の貿易統計のホ
ー ム ペ ー ジ (https://www.customs.go.jp/toukei/search/futsu1.htm) か ら
2025 年 4 月 14 日に取得。 
資料： 
財務省「貿易統計」 
参照：コラム表 2-2 

(4) まとめ 

図 1-3-13 で見たように、2000 年代の日本の大学

等における研究開発費(OECD 推計)は、おおむね

横ばいという状況である。他方で、本コラムで見たよ

うに研究用消耗品の単価については、2010 年基準

でみても大きく増加している。これらの結果を踏まえ

ると、大学等において実質的に研究開発に使用で

きる研究開発費の額は減少しており、その度合いは

2010 年代後半以降加速している可能性がある。研

究用消耗品の価格変動は、研究活動の持続可能

性に大きな影響を与えていると言える。 

なお、本コラムでは、輸入した研究用消耗品につ

いて分析を行っているので、その単価の上昇の影

響は、研究用消耗品の輸入品への依存度によって

も異なる。例えばヘリウムについては、日本国内で

は産出しないので、単価の上昇がそのまま研究活

動に影響する。 

（伊神 正貫） 

【コラム図表 2-3】 研究用消耗品の上位 5 の輸入国・地域別の輸入額・輸入量・単価(2024 年の値) 

 
 

注： 
2024 年の値。データは財務省の貿易統計のホームページ(https://www.customs.go.jp/toukei/search/futsu1.htm)から 2025 年 4 月 14 日に取得。 
資料： 
財務省「貿易統計」 
参照：コラム表 2-3 

 
[1] 総務省 消費者物価指数（CPI）結果, https://www.stat.go.jp/data/cpi/1.html (2025 年 4 月 28 日アクセス) 

[2] 文部科学省 科学技術・学術政策研究所 科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP 定点調査）, 

https://www.nistep.go.jp/research/science-and-technology-system/nistep-teiten-survey (2025 年 5 月 30 日アクセス)
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診断用・研究用試薬類 研究用ガラス器具

(A) ヘリウム (B) 培養用培地

輸入額 輸入量 単価 輸入額 輸入量 単価
(億円) (トン) (千円/Kg) (億円) (トン) (千円/Kg)

米国 128 572 22 米国 106 591 18

カタール 92 569 16 ポーランド 18 94 20

中国 1 46 3 英国 18 214 8

シンガポール 0.1 1 24 プエルトリコ（米） 17 419 4

フランス 0.04 0.1 76 フランス 14 272 5

総計 221 1,189 19 総計 209 1,750 12

(C) 診断用・研究用試薬類 (D) 研究用ガラス器具

輸入額 輸入量 単価 輸入額 輸入量 単価
(億円) (トン) (千円/Kg) (億円) (トン) (千円/Kg)

米国 963 2,589 37 米国 26 293 9

中国 181 2,237 8 中国 13 234 5

ドイツ 172 331 52 ドイツ 10 209 5

アイルランド 164 932 18 フランス 5 29 17

英国 148 281 53 台湾 3 38 7

総計 2,199 7,642 29 総計 70 988 7

国・地域 国・地域

国・地域 国・地域
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